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公務員は選ばれない

•23年９月29日、総務省の「ポスト・コロナ期の地方公務員のあり
方に関する研究会」が取りまとめた「人材育成・確保基本方針策定
指針に係る報告書」が公表された。

•着目すべきは人材の「確保」という単語が入ったことだ。

•現行の人事戦略指針である「地方自治・新時代における人材育成
基本方針策定指針」（1997年11月28日付自治能第78号）は育成止
まりだった。これに対し23年報告書は、人材「育成」に加え、人材
「確保」、「職場環境の整備」に係る方策や取り組みを具体化する
新たな指針策定の必要性を説く。

•なぜ「確保」なのか？



正規公務員志望は
民間企業志望の
常に2番手。



公務員はなぜ若者に
敬遠されるのか

• コロナ禍は「公共サービスの動機」を呼び起こし、これが公務
員志望者の増加につながった。逆に、この間の公務職場は、
若い世代の職員の「他の人のため」や「社会的有益性」という
働く動機を奪い、意義を感じられない仕事を押し付けてきたこ
とが推察される。だから辞める若い世代の職員が続出した。

• ではどうしたらよいのか。この点を明らかにすることが本連載
のテーマである。



常態化していた若年職員
の離職とその理由

• 新人職員が組織に適応していく過程で直面する主な課題（『自治総
研』2022年９月号掲載の田井「自治体新人職員の組織適応課題と
対処方策」）。

• ①OJTの機能不全に 仕事の進め方が変貌する中にあって従前の
マニュアルや引継書は役に立たず、その上、前任者が異動や退職
して、職場内に業務の詳細を知っている職員がおらず十分な指導
が受けられない。

• ②やりがいの希薄化 仕事のマンネリ化に加え、業務量の過多に
起因するやりがいの希薄化。慢性的に業務量が多く残業時間も長
い部署に配属された新人職員は、仕事をこなすことで精一杯で、精
神的にも疲弊してしまう。

• ③仕事や職場への戸惑い 組織や職場の暗黙のルールや慣行、
または業務体制に対して、それらを容易には受け入れることはでき
ずに葛藤するという経験。従来からの仕事の進め方を容易には受
け入れ難いと考えている。これが高じると、周囲の職員との考え方
や価値観の相違さらには組織全体に対する不満が表れてくる。

• ④は住民からの不条理な要求に対し孤立無援で対処しなければな
らないという深刻な課題である。



若手職員のワーク・エンゲージメントが低い訳

若くて職位が下位の職員のワーク・エンゲージメントが低い要因は、
①仕事の成果や達成感が得られず、②仕事が忙しくてワークライフバランスが確保できず、③人間関係も疎遠で、④この
まま仕事を続けても自身の成長につながらない、と考えていることになる。
調査を実施した滋賀県人事委員会事務局総務・給与係の杉田哲史主幹は、「自治体行政は首長、議会議員、住民等の多
くの関係者に加え、国の動向も注視しなくてはならないが、①職位が高いものほど、これら関係者へのアクセスを取りやす
い立場にあり、自分の仕事の方向性を定めやすい。要は自らの仕事に対する裁量権を多く持つ、②職位が下位の者は、
経験も浅く情報アクセスの手段も多くない。仕事に対する裁量範囲も狭い。上司からの指示による仕事も多く成果や達成
感も感じにくい。そのためモチベーションを維持しづらくワーク・エンゲージメントも低くなるのではないか」と説明する。要は、
仕事に対する裁量権の範囲や有無が、仕事に対する意欲に直結するという解釈なのである。



若く職位低い職員の「心の不調」休職が多発



Public Service Motivaition（PSM）
というキーワード



人や社会の役に立つことで自分を成長させる
というモチベーション

神戸市がこのようなインターシップ制度を創設した
背景には、この３年間、新卒者が就職先企業
を決めた理由が、「社会貢献度の高さ」が常に１
位の座を占めているというデータがあったからだ
（表）。このようなPSMが高いと思われる学生に
さえ公務は選ばれていない。このため神戸市はイ
ンターンシップ制度を改革し、PSMの高い学生
だけでなくPSMを育成して採用に結び付ける取り
組みを進めてきた。
同様のPSM育成戦略は現役世代でも展開している。
地域貢献応援制度である。この制度は職員が
職務以外にNPO法人等の活動に参加し、職務
を通じて得た知識・経験等を生かして地域の課題
解決に積極的に取り組んでいけるよう、報酬を得
て地域貢献活動に従事できるようにしたものであ
る。



質問です

個人がビジネススキルを習得するための支援を
政府が行うケース

（１）失業者や非正規労働者に優先的にサービス
を提供

（２）学ぶ意思のある人すべてに提供する

（３）政府が支援する必要はない



成長＝個人の将来への投資に力点
・・・新しいリベラルの登場

• 社会学者の金澤悠介・立命館大学准教授が７千人に意識調査

• 個人がビジネススキルを習得するための支援を政府が行うケース

（１）失業者や非正規労働者に優先的にサービスを提供＝弱者支援型 ３４％

（２）学ぶ意思のある人すべてに提供する＝社会的投資型 ２３％

経済成長社会投資型 １３％

（３）政府が支援する必要はない＝リバタリアン型 ９％

政治的無関心型 20％

社会的投資型２３％→すべての人が自分の人生を選べるよう政府が積極的に支援す
る・・・個人の将来への投資を重視 「成長」の意味

※判断基準は、「今の仕事は、自分の成長＝将来への投資になっているのか」

滋賀県人事委員会の調査 ワークエンゲージメントが低くなる理由

・・・「④このまま仕事を続けても自身の成長につながらない」



結論

〇公務員の仕事に対するイメージを変えないと、人は集まらない。

〇ワーク・エンゲージメント（やりがい）と組織・エンゲージメント（組織への忠誠
心）の2つがあります。

〇これまでは、公務員性ばかりが強調され、組織・エンゲージメントが優先して
個々の職員に適用されてきました。まず組織のミッションがあって・・・。それを実
現するのが職員の使命だと。

〇でも、まずは、ワーク・エンゲージメントのようです。まずは、仕事への向き合い
方を自分の中に構築する。

〇公務員を選んだ若い職員は、もともとPSMが高い。したがって、個々の職の
ワークエンゲージメントは、人の役にたっているという実感から、醸成されます。

〇まずは、市民の役に立っているというワークエンゲージメントを。組織エンゲー
ジメントはそれからでも、遅くない。
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